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内閣01 地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充（オフィス減税、雇用促進税制）

内閣02 国家戦略特区における特別償却又は投資税額控除等の延長

内閣03 国家戦略特区における所得控除制度の拡充及び延長

内閣04 国際戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の拡充及び延長

番号 制度名

 内閣府

-19-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 累計 単年度 累計 単年度

H23 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H27 不明 4 － 4 不明 ▲149.8 － － 不明 ▲37.7 － ▲37.7 － 不明 不明 4 4 不明 －

H28 900 19 2.1% － ▲3,331.5 ▲331.3 9.9% － ▲429.8 ▲73.7 17.1% － － 900 900 23 19 不明 －

H29 94 － － － ▲1,636.6 － － － ▲411.1 － － － ー 994 94 ー － － －

H30 460 － － － ▲3,730.0 － － － ▲1,194.2 － － － ー 1,454 460 ー － － －

H31 460 － － － ▲3,730.0 － － － ▲1,194.2 － － － 7,500 1,914 460 ー － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

目標「本社機能の一部移転等による企業の地方拠点強化の件数を2020年までの5年間で
7,500件増加」

目標値
（累計）
（件）

目標
達成度

（注）　内閣01は、評価書に記載されている関係条項別（オフィス減税分、雇用促進税制分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測 実績

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】
租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

   制度名
（措置名）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の11の2、第68条の15

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H27 過去の政策評価の実績    H27内閣04、H28内閣02

  これまでの税額控除割合を維持した上で、中小企業者にあっては一の建物及びその附属設備並びに構築物の取得価額が1,000万円以上であることとされている投資規模要件について、中小企業者のうち適用除外事業者に該当す
るものの事業年度においては、その取得価額が2,000万円以上であることとする（投資規模要件の見直し）。

   企業の地方拠点の強化及び移転を支援することにより、地方における安定した良質な雇用の創出を通じて、地方への新たな流れを生み出し、東京一極集中を是正及び地域経済の活性化を実現すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   支援対象施設の拡充、移転型事業に係る要件の緩和、支援対象外地域の見直し等を行った上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣01-1） （評価実施府省：内閣府）
【基本情報】

   地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充
   （地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除）（オフィス減税）

措置の内容

平成27年度時点

   地方活力向上地域特定業務施設整備計画について地域再生法の認定を受けた法人が、認定後2年経過日までに、地方活力向上地域内において、特定建物等の取得等をした場合には、取得価額の15％（移転型計画の場合
には25％）の特別償却又は2％（移転型計画の場合には4％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度）ができる。
   なお、地域再生法の一部を改正する法律の施行の日（平成27年8月10日）から平成29年3月31日までの期間内に認定を受けた場合には、①上記の特別償却又は②取得価額の４％（移転型計画の場合には7％）の税額
控除（当期の法人税額の20％を限度）ができる。

平成28年度税制改正以後    従前どおり

平成29年度税制改正以後
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【H29 内閣01】
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 累計 単年度 累計 単年度

H23 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H27 不明 7 － 7 不明 ▲3.8 － － 不明 ▲0.5 － 内訳不明 － ー 不明 不明 不明 －

H28 1,500 11 0.7% － ▲7,370.0 ▲42.6 0.6% － ▲950.7 ▲5.5 0.6% － － ー 不明 不明 不明 －

H29 18 － － － ▲73.0 － － － ▲9.4 － － － － 不明 ー － － －

H30 1,351 － － － ▲7,170.0 － － － ▲924.9 － － － － 27,560 16,000 ー － － －

H31 1,351 － － － ▲7,170.0 － － － ▲924.9 － － － 40,000 43,560 16,000 ー － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － －

11,560

減収額
（法人税・百万円）

将来予測 実績

減収額
（法人住民税・百万円）

（注）　内閣01は、評価書に記載されている関係条項別（オフィス減税分、雇用促進税制分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

目標「2020年までの5年間で地方拠点における雇用者数を4万人増加」

目標値
（累計）
（人）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項    措法第42条の12、第68条の15の2

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H27

【基本情報】
＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣01-2） （評価実施府省：内閣府）

   地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の延長・拡充
   （特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除）（雇用促進税制）

平成27年度時点

(1)  次の①から④までの要件を満たす場合には、40万円に基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（当期の法人税額の10％（中小企業者等は20％）を限度）ができる。
   ①   適用年度等において事業主都合による離職者がいないこと。
   ②   基準雇用者数が5人以上（中小企業者等は2人以上）であること。
   ③   基準雇用者割合が10％以上であること又は前期末の雇用者の数が零であること。
   ④   給与等支給額が比較給与等支給額以上であること。
(2)  地域再生法の認定事業者が、上記(1)の要件のうち③以外の要件を満たす場合には、20万円（上記(1)③の要件も満たす場合には50万円）に地方事業所基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（上記(1)及び地方活力向上
    地域において特定建物等を取得した場合の税額控除と合計して当期の法人税額の30％を限度）ができる。
(3)  上記(2)の適用を受ける又は受けた地域再生法の認定事業者は、30万円に地方事業所特別基準雇用者数を乗じて計算した金額の税額控除（上記(1)、(2)及び地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の税額控除と合
    計して当期の法人税額の30％を限度）ができる。

   制度名
（措置名）

措置の内容

   正規の新規雇用者については従来の1人当たり20万円又は50万円を、これらの金額に10万円を上乗せした30万円又は60万円とすることとし、非正規の新規雇用者については、新規雇用者総数の40％相当数を超える場合にはその超える部分
の数については従来の1人当たり20万円又は50万円を、これらの金額から10万円を減額した10万円又は40万円とすることとし、新規雇用者総数の40％相当数に達するまでの非正規の新規雇用者及び新規雇用者でないいわゆる移転者について
は従来と同じ1人当たり20万円又は50万円とし、それぞれの金額の合計額を地方事業所税額控除限度額とする。

平成29年度税制改正以後

平成28年度税制改正以後  ・　(1)の制度について、対象を同意雇用開発促進地域内にある事業所における無期かつフルタイムの新規雇用者に限定
 ・　(1)から(3)までの制度について、所得拡大促進税制との重複適用をできることとする。

   企業の地方拠点の強化及び移転を支援することにより、地方における安定した良質な雇用の創出を通じて、地方への新たな流れを生み出し、東京一極集中を是正及び地域経済の活性化を実現すること。

   H27内閣04、H28内閣02過去の政策評価の実績

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   雇用増要件の緩和、移転型事業に係る要件の緩和及び支援対象外地域の見直し等を行った上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。
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H30 31
( )

( ) 26 32.9 46.6
13.7 25 40.8
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 4 － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － 15 － － － － 4 － － － － － － －

H26 不明 0 － 0 不明 ▲0 － － － 不明 ▲0 － － － 不明 19 不明 － － 不明 4 不明 － － － 0 不明 －

H27 3 2 66.7% 2 ▲56.0 ▲12.0 21.4% － － ▲21.0 ▲3.0 14.3% ▲2.2 － 不明 24 不明 － － 不明 4 不明 － － － 59 不明 －

H28 4 1 25.0% － ▲577.0 ▲4.0 0.7% － － ▲182.0 ▲2.0 1.1% － － 不明 26 不明 － － 不明 3 不明 － － － 111 不明 －

H29 4 － － － ▲500.0 － － － － ▲2.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － ー 5,683 － － －

H30 4 － － － ▲1,692.0 － － － － ▲3.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － 80,000,000 17,724 － － －

H31 4 － － － ▲5,767.0 － － － － ▲755.0 － － － ー 不明 － － － － 不明 － － － ー 87,961 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － － 3 － － － － 3 － － － － ー － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － － － －

租特の直
接的効果

目標②「2020年までに、森記念財団都市戦略研究所
「世界の都市総合力ランキング」において、東京が3位以
内に入る（2016年10月公表時3位）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値
（百万円）

将来予測 実績

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標③「今後3年間(2016・2017・2018年度)のうち
に、設備投資を年間80兆円程度に拡大させることを目指
す」

目標
達成度

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 目標値 目標

達成度

【総括表】

租特の直
接的効果

実績

目標①「2020年までに、世界銀行「Doing Business」
（ビジネス環境ランキング）において、日本が先進国3位
以内に入る（2016年10月公表時26位）」減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

    従前どおり

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の10、第68条の14、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H26

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣02） （評価実施府省：内閣府）

   国家戦略特区における特別償却又は投資税額控除等の延長
   （国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の特別償却等又は法人税額の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点 　 国家戦略特別区域法の一定の特定事業の実施主体として認定区域計画に定められた法人が、国家戦略特別区域内において、特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建物等は25％）の特別償却（特定中核
事業用設備は即時償却）又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除限度超過額は1年間の繰越し）ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

・　特定中核事業用設備についての即時償却に係る措置を廃止
・　繰越税額控除限度超過額に係る税額控除を廃止

【基本情報】

  H26内閣06、08、H27内閣05過去の政策評価の実績

　 大胆な規制・制度改革を通して経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力の強化とともに、国際的な経済活動の拠点の形成を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）
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26
1 1

27 39
1

20
1

59
2

28 111
1

111
1

29 60
2

5,623
0

5,683
2

30 724
2

17,000
1

17,724
3

31 87,961
2

87,961
2

88,745
6

22,773
4

20
1

111,538
11

【H29 内閣02】-48-
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー － － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H25 － － － － － － － － － － － － － － ー － － － － ー － － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H26 － ー － － － ー － － － ー － ー － － ー ー － － － 4 ー － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー －

H27 － ー － － － ー － － － ー － － － － 24 ー － ー － 4 ー － ー ー ー ー － ー ー ー ー － ー ー ー ー －

H28 不明 0 － － 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － － － 不明 26 不明 － ー 不明 3 不明 － ー ー 不明 不明 － ー ー 不明 不明 － ー ー 不明 不明 －

H29 1 － － － ▲0.1 － － － ▲0.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H30 4 － － － ▲28.5 － － － ▲6.3 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H31 4 － － － ▲30.5 － － － ▲6.7 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

H32 － － － － － － － － － － － － 3 － － － － 3 － － － － ー － － － － － － － － － － － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 不明 － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 10.0% － － － － － － － － － ４割程度 － － － －

目標⑤「2027年6月までに、キャッシュレス比率を倍増し、
4割程度とすることを目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標④「ベンチャー企業へのVC投資額の対名目GDP比
を2022年までに倍増させることを目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標③「開業率が廃業率を上回る状態にし、開業・廃業
率が米国・英国レベル(10％台)になることを目指す」減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標②「2020年までに、世界の都市総合ランキングにおい
て、東京が3位以内に入る（2014年4位）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

【総括表】

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「2020年までに、世界銀行のビジネスランキングに
おいて、日本が先進国3位以内に入る（2015年19
位）」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H28

   対象となる特定事業を拡充した上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

【基本情報】

   措法第61条、第68条の63の2、地方税法第23条、第72条の23、第292条

過去の政策評価の実績 H26内閣01、H27内閣01

   大胆な規制・制度改革を通して経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力の強化とともに、国際的な経済活動の拠点の形成を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣03） （評価実施府省：内閣府）

   国家戦略特区における所得控除制度の拡充及び延長
   （国家戦略特別地域における指定法人の課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   国家戦略特別区内の設立5年未満の法人の所得の20％を課税所得から控除できる制度
・    対象事業 ： 国家戦略特別区域法の規制の特例措置が重要な役割を果たす下記の対象分野の事業であって、新たな価値又は経済社会の変化をもたらす革新的な事業であるもの
・    対象分野 ： 医療、国際、農業、一定のIoT等
・    主な法人指定要件
 ①    指定期限 ： 平成30年3月31日
 ②    設立時期 ： 特区指定の日以後に設立され、設立の日以後の期間が5年未満
 ③    事業要件 ： 専ら認定区域計画に定められた上記の対象事業を営むこと。
 ④    区域要件 ： 特区内に本店又は主たる事務所を有すること。

   従前どおり

   制度名
（措置名）
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 単年度 累計 単年度 累計

H23 140 0 0.0% 2 ▲1,000.0 ▲0 0.0% － － ▲257.0 不明 － ▲11.3 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H24 140 27 19.3% 19 ▲1,000.0 ▲2,395.4 239.5% － 98.9% ▲257.0 ▲443.2 172.4% ▲32.3 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H25 70 47 67.1% 37 ▲5,950.0 ▲3,038.3 51.1% － 87.0% ▲257.0 ▲567.0 220.6% ▲71.5 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 －

H26 70 61 87.1% 43 ▲5,950.0 ▲7,920.0 133.1% － 90.5% 不明 ▲1,480.0 － ▲35.4 43,000 不明 38,500 不明 89.5% 8 不明 8 不明 100.0% ー ー ー ー － 20 不明 不明 不明 31 不明 155.0%

H27 62 42 67.7% 48 ▲7,171.3 ▲7,090.0 98.9% 99.9% 85.2% ▲1,193.1 ▲120.0 10.1% ▲173.1 77,600 不明 77,600 不明 100.0% 9 不明 9 不明 100.0% ー ー ー ー － 35 不明 不明 15 46 不明 131.4%

H28 29 44 151.7% － ▲2,094.3 ▲3,690.0 176.2% － － ▲302.2 ▲30.0 9.9% － 131,000 不明 121,400 不明 92.7% 10 不明 9 不明 90.0% ー ー ー ー － 50 不明 不明 4 50 不明 100.0%

H29 66 － － － ▲5,830.0 － － － － ▲510.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H30 39 － － － ▲2,810.0 － － － － ▲110.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H31 31 － － － ▲2,240.0 － － － － ▲180.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － －

H32 ー － － － ー － － － － ー － － － ー ー － － － ー ー － － － ー ー － － － 40 ー ー ー － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － 260,000 － － － － ー － － － － 641 － － － － － ー ー ー － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー ー ー － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー ー ー － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用実態調査
における適用
件数（法人
税・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（特別
控除）・％）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

北海道フードコンプレックス国際総合戦略特区
目標「平成33年度末までに特区が関与した食品の輸出額・輸入
代替額の累計を2,600億円にする」

目標値
（百万円）

目標
達成度

つくば国際戦略総合特区
目標①「産学官連携による新規プロジェクト創出数」
（平成28年度までの目標）

目標値
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

将来予測

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（特別
償却）・％）

つくば国際戦略総合特区
目標②「平成33年度までにライフイノベーションの推進に
よる産業化促進（連携企業数）」（平成29年度から
の目標）

目標値
（社）

将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

アジアヘッドクォーター特区
目標「平成32年度までに外国企業のアジア総括拠点及び研究開発拠点を4
年で40件以上誘致（累計）」

目標値
（件）

目標
達成度租特の直

接的効果
実績 目標

達成度租特の直
接的効果

将来予測 実績

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項    措法第42条の11、第68条の14の2、地方税法第23条、第72条の23、第292条

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H23

   特定国際戦略事業の対象を拡充した上で、措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

・　特別償却率を40％（建物等は20％）に引下げ
・　税額控除率を12％（建物等は6％）に引下げ
・　繰越税額控除限度超過額に係る税額控除を廃止

   従前どおり

【基本情報】

過去の政策評価の実績

   産業の国際競争力の強化に関する施策を総合的かつ集中的に推進することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   H22内閣10、H24内閣03、H25内閣05、H27内閣06

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29内閣04） （評価実施府省：内閣府）

   国際戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の拡充及び延長
   （国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点    総合特別区域法の指定法人が、国際戦略総合特別区域内において、特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建物等は25％）の特別償却又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税
額の20％を限度とし、控除限度超過額は1年間の繰越し）ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   制度名
（措置名）
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単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計 単年度 累計

H23 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H24 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H25 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H26 4,600 不明 不明 不明 2,700 不明 58.7% ー ー ー ー － 520,000 不明 715,000 不明 137.5% ー ー ー ー － 16,400 不明 不明 不明 14,200 不明 86.6% 1,270,000 不明 1,280,000 不明 100.8%

H27 7,900 不明 不明 2,300 5,000 不明 63.3% ー ー ー ー － 580,000 不明 854,700 不明 147.4% ー ー ー ー － 30,700 不明 不明 18,100 32,300 不明 105.2% 1,650,000 不明 2,030,000 不明 123.0%

H28 11,000 不明 不明 4,700 9,700 不明 88.2% ー ー ー ー － 670,000 不明 739,300 不明 110.3% ー ー ー ー － 45,000 不明 不明 12,000 44,300 不明 98.4% 2,100,000 不明 2,400,000 不明 114.3%

H29 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － ー － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H30 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H31 ー ー ー ー － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 不明 ー － － － 不明 不明 － － －

H32 ー ー ー ー － － － ー ー － － － ー ー － － － 820,000 ー － － － ー ー ー ー － － － ー ー － － －

H33 － ー － ー － － － 47,500 － － － － ー － － － － － － － － － 57,000 － ー － － － 5,200,000 － － － －

H34 － ー － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － － － － － － －

H35～
／未定 － ー － ー － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ー － ー － － － － － － － －

【総括表の別紙】

実績

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

関西イノベーション国際戦略特区
目標「研究段階（入口）における効果特区支援制度活用による医薬品・医療機器関連
施設投資額（累積）」

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
目標①「医療・健康産業の創出に伴う経済波及効果（検体・情報基盤に対する設備投
資額（累計））」（平成28年度までの目標）

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
目標②「特定事業の実施によるライフイノベーション分野におけ
る経済効果（特区関連事業による投資額）」（平成29年度
からの目標）

目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区
目標①「我が国（中部地域（愛知県・岐阜県を中心とした5
県）の航空宇宙産業の国際市場シェア）（代替指標：中部
地域における航空機・部品の生産高）」（平成28年度までの
目標）

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区
目標②「中部地域における航空宇宙産業の精算高（代替指
標：中部地域における航空機・部品の生産高）」（平成29
年度からの目標）

実績

グリーンアジア国際戦略総合特区
目標「当地域が貢献する環境を軸とした産業の年間売上高」

目標
達成度租特の直

接的効果

目標
達成度 租特の直

接的効果

目標値
（百万円）

将来予測
租特の直
接的効果

実績 目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測 実績目標

達成度租特の直
接的効果

目標値
（百万円） 将来予測租特の直

接的効果
租特の直
接的効果

実績目標値
（百万円）

将来予測 実績 目標
達成度

目標値
（百万円） 将来予測
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